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新潟市子ども・子育て支援事業計画（第２期）策定に係るニーズ調査業務委託 

仕様書

１ 業 務 名 

新潟市子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査業務委託 

２ 目 的 

子ども・子育て支援法に基づく「新潟市子ども・子育て支援事業計画（第２期）」の策定のた

めに必要な、本市における保育・教育及び子育て支援事業のニーズを調査・分析し、計画策定

を支援する。 

３ 本仕様書の性質 

本仕様書は、本市が委託する上記業務の受託者を選定するためのものであり、現時点で想

定する最低限の内容を示したものである。 

プロポーザルの際に本仕様書に記載されていない内容の提案があり、その提案者と契約す

ることが決定し、当該提案内容が適切であると判断した場合、提案内容を本仕様書に追加記

載し、契約書の仕様書とするとともに、提案者は、その提案を誠実に実行することとする。 

ただし、契約時点における最新の国の通知や指針の変化等に伴い、提案内容が実施できな

い場合があることを了承すること。 

４ 実施場所 

新潟市内全域 

５ 委託期間 

契約締結日から平成３１年３月２９日(金)まで 

６ 業務内容 

  本委託業務においては、次の業務を実施する。 

（１）アンケート調査 

 アンケート調査票の設計及び回収結果のデータ入力・集計・分析を行い、調査結果報告書

としてとりまとめるまでの作業一式を行う。 

ア）アンケート調査の前提条件等 

  ①対象者及び予定件数 

就学前児童の保護者 ３，３００件（Ａ４判２０頁以内） 

小学生の保護者   ３，３００件（Ａ４判２０頁以内） 

  ②対象地域 

新潟市内全域（８区） 

 ③調査方法 

調査票の送付、回収は郵送方式により行う。(郵送費用は受託者が負担する。)  

 ④抽出方法 

事務局が住民基本台帳から無作為抽出し、宛名シールに打ち出したものを受託者へ提
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供する。(抽出・打ち出し費用は本市が負担する。) 

⑤想定回収率 

    ５０％程度 (回収率の増減による契約金額の変更は行わない。)  

⑥実施時期 

  平成３０年１１月頃（時期は目安のため、詳細なスケジュールは協議の上決定する。） 

  【参 考】平成３０年６月末日現在の住民基本台帳人口 

※ 小学生は年齢と学年に差が生じるため、実際の人数とは異なる。 

 未就学児童（人） 

0 歳～5歳 

小学生（人） 

6 歳～11 歳 

北区 3,115 3,808

東区 6,519 6,837

中央区 8,256 8,451

江南区 3,311 3,731

秋葉区 3,460 4,081

南区 2,043 2,180

西区 7,450 8,242

西蒲区 2,219 2,545

合計 36,373 39,875

イ）アンケート調査の実施 

  ①調査票作成 

調査票の作成にあたっては、国・県等から示されている指針及び市の現状等を踏まえ

た設問設計を行い、市独自の設問等を含む調査内容や設問数等について、新潟市子ども・

子育て会議等の関係機関の意見も踏まえながら、事務局と十分な協議の上、受託者が作

成する。また、必要に応じて、送付文等の書類を作成すること。 

②調査票・封筒の印刷 

受託者は、調査票及び封筒（発送用角２封筒・返信用長３封筒の各６，６００枚を受

託者が用意する）の印刷を行う。 

③調査票の封入封緘 

受託者は、事務局から提供された宛名シールの封筒への貼り付け、封入封緘作業を行

う。 

④調査票の回収  

調査票の返送先は新潟市役所こども政策課とする。（郵送費用は受託者負担とする。） 

ウ）調査結果の入力・集計・分析 

 回収した調査票のデータ入力、調査結果の集計・分析を行う。その際、単純集計の他、

分析に必要なクロス集計、自由記述のとりまとめ等を行い、新潟市の現状や課題などを

抽出・把握する。なお、調査結果の分析にあたっては、平成３１年度実施予定の計画策
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定を踏まえて行うこととする。 

エ）調査結果報告書の作成 

    調査結果は、調査概要とともに、図表とコメント（要約や考察）を加えて報告書にと

りまとめる。なお図表は白黒印刷で明確に判読できるものとし、最適な大きさを判断し、

全体として統一感があるように作成する。 

また、報告書は加除修正指示する可能性があるため、これに即時かつ柔軟に対応でき

る体制をとることとする。 

（２）会議等運営支援 

策定会議（５回開催予定） 

① 会議資料原稿データ作成 

② 会議への出席、議事録の作成（全文）、説明等運営支援 

※本計画の担当研究員が出席すること。 

（３）事務局との打ち合わせ 

 受託者は、作業の方法や順序及び作業実施に必要な事項について事前に事務局との打ち

合わせを行い、国や県が示す指針に沿って作業を進める。 

７ 成 果 品 

   受託者は、当該業務委託を完成させた成果として、次に掲げる成果品を提出するものとす

る。なお、電子データは汎用性のあるソフト MicrosoftWord、MicrosoftExcel を使用して閲

覧及び修正が可能な形式を用いることし、③及び④については作成の都度提出すること。 

① 調査結果報告書  １１部（Ａ４判・１５０頁程度・表紙・本文１色印刷 

バインダーによる簡易製本） 

② 下記データを収録したＣＤ－Ｒ １枚 

   ・調査票原稿 

   ・入力した調査項目の生データ（自由記載を含むロウデータ） 

   ・単純・クロス集計表 

      ・調査結果報告書の原稿 

      ・調査結果報告書に掲載した図表のデータ（編集可能な状態とする） 

   ③ 策定会議の議事録の電子データ 

   ④ 業務打合せ記録及び打ち合わせに使用した資料等の電子データ 

   ⑤ その他本市が必要と認めるもの 

８ 資 格 等 

 適切なニーズを把握できるよう調査設計を行うため、受託者は専門統計調査士の資格を有

する者を体制内に配置するものとする。なお、受託後には当該資格を有することを証する書

類を速やかに提出すること。 

９ 再 委 託 

   受託者は、本業務を一括して第三者に再委託することはできない。ただし、業務の一部を

再委託しようとする場合は、あらかじめ市の承諾を得ることとする。 
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10 そ の 他 

 （１）今後、新たに国や県より新たな指針等が示された場合には、当該指針等を踏まえた内容

とすること。 

 （２）計画等の成果品は、新潟市に帰属し、市の許可なく公表、貸与、複写及び他の目的に使

用してはならない。 

 （３）受託者は、「個人譲歩の保護に関する法律」（平成２５年法律第５７号）及び関係法令を

遵守し個人情報保護の重要性を認識するとともに、本業務の内容及び関連資料の内容を他

に漏らし、若しくは本業務の目的以外に使用してはならない。 

 （４）本仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合、又は本業務履行上必要な基本事

項に変更の必要性が認められた場合は、事務局と受託者間でその都度協議の上、決定する

ものとする。 

 （５）本業務終了後、市は本業務について評価を行う。 


